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事業の概況
●保険引受の状況（種目：地震）

平成25年度 平成26年度 平成27年度

受 再 保 険 料 197,919 222,014 245,353
解 約 返 戻 金 3,271 4,341 6,708
受 再 正 味 保 険 料 （A） 194,628 217,661 238,645
支 払 再 保 険 料 （B） 102,379 108,666 116,659
正 味 収 入 保 険 料 （A-B） 92,248 108,994 121,986

平成25年度 平成26年度 平成27年度

受 再 正 味 保 険 金 （A） 22,014 13,287 8,214
回 収 再 保 険 金 （B） 7,003 3,723 2,625
正 味 支 払 保 険 金 （A-B） 15,010 9,563 5,589

平成25年度 平成26年度 平成27年度

正 味 損 害 率 18.7% 10.1% 5.3%

保 険 引 受 に 係 る 事 業 費 41,134 44,026 46,606
（保険引受に係る営業費及び一般管理費） （722） （710） （725）
（諸 手 数 料 及 び 集 金 費 ） （40,411） （43,315） （45,880）

正 味 事 業 費 率 44.6% 40.4% 38.2%

合 算 率 63.3% 50.5% 43.5%

平成25年度 平成26年度 平成27年度

国 内 契 約 100% 100% 100%

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（１） 正味収入保険料

（３） 正味支払保険金

（４） 正味損害率、正味事業費率及びその合算率

（２） 国内契約・海外契約別の収入保険料の割合

年度

年度

年度

年度

区分

区分

区分

区分

（注） 1. 解約返戻金…受再保険の解約返戻金です。
2. 受再正味保険料…受再保険料から解約返戻金、その他返戻金を控除したものです。
3. 正味収入保険料…受再正味保険料から支払再保険料を控除したものです。

（注） 1. 受再正味保険金…支払保険金から保険金戻入を控除したものです。
 2. 正味支払保険金…支払保険金から回収再保険金を控除したものです。

（注） 1. 正味損害率…（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料
2. 正味事業費率…（保険引受に係る営業費及び一般管理費＋諸手数料及び集金費）÷正味収入保険料
3. 合算率＝正味損害率＋正味事業費率
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平成25年度 平成26年度 平成27年度

出 再 先 保 険 会 社 の 数 11社 10社 10社

出再保険料のうち上位5社の出再先に
集中している割合

81.9% 90.4％ 91.5％

平成25年度 平成26年度 平成27年度

保 険 引 受 収 益 96,358 112,468 123,681
保 険 引 受 費 用 95,447 111,757 122,956
営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 722 710 725
そ の 他 の 収 支 △188 － －

保 険 引 受 利 益 － － －

（単位：百万円）

（８） 出再を行った再保険者の数と出再保険料上位5社の割合

（７） 保険引受利益

（９） 出再保険料の格付け毎の割合 
 該当ありません。

（10） 契約者配当金 
 該当ありません。

（11） 期首時点の支払備金（見積額）の当期末状況（ラン・オフ・リザルト） 
 地震保険を対象としておりません。

（12） 事故発生からの期間経過に伴う最終損害見積り額の推移 
 地震保険を対象としておりません。

（５） 出再控除前の発生損害率、事業費率及びその合算率 
 該当ありません。

（６） 損害率の上昇に対する経常利益または経常損失の額の変動 
  地震保険については、ノーロス・ノープロフィットの原則に基づき、増加する発生保険金は責任準備金の取崩に

より相殺しているため変動はありません。

年度

年度

区分

区分

（注） 出再先保険会社の数は、特約再保険を1,000万円以上出再している再保険者（プール出再を含む）を対象にしています。

（注） 1. 上記の営業費及び一般管理費は、損益計算書における営業費及び一般管理費のうち保険引受に係る金額です。
2. その他の収支は、地震保険損益計算における法人税等相当額です。
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●資産運用の状況

平成25年度末 平成26年度末 平成27年度末

構成比 % 構成比 % 構成比 %

預 貯 金
コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
建 物

23,892
14,634

－
－

525,161
31

4.1
2.5
－
－

91.0
0.0

34,119
84,898

113,991
－

391,034
28

5.3
13.3
17.8
－

61.1
0.0

189,215
4,668

94,596
－

401,751
27

26.7
0.7

13.3
－

56.6
0.0

運 用 資 産 計 563,719 97.6 624,072 97.5 690,258 97.3
総 資 産 577,305 100.0 640,137 100.0 709,408 100.0

平成25年度 平成26年度 平成27年度

利回り% 利回り% 利回り%

預 貯 金
コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
建 物

23
7
－
－

3,248
－

0.09
0.04
－
－

0.66
－

28
23
15
－

2,642
－

0.10
0.03
0.10
－

0.59
－

34
8

144
－

2,280
－

0.06
0.02
0.08
－

0.62
－

合 計 3,279 0.61 2,710 0.47 2,468 0.38

（２） 運用資産

（３） 利息及び配当金収入と運用資産利回り （インカム利回り） 　

年度

年度

区分

区分

（注） 運用資産利回り（インカム利回り）…  資産運用に係る成果を、インカム収入（利息及び配当金収入）の観点から示す指標（従来から開示）。分子は運用資産に係る利息
及び配当金収入、分母は取得原価をベースとした利回り。

 ・分子＝利息及び配当金収入（金銭の信託運用益（損）中の利息及び配当金収入に相当する額を含む。）
 ・分母＝取得原価又は償却原価による平均残高

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（１） 資産運用方針 
  　当社は大震災の際には多額の再保険金を迅速に支払う必要があるため、換金性を重視することを大前提とし、

これに危険準備金の増加をはかるための収益性を加味して運用することを基本方針としています。また、取引執
行部門とは独立したリスク管理部門が各種リスクを把握し、管理しています。
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平成25年度 平成26年度 平成27年度

分子の額
（時価ベース）

分母の額
（時価ベース）

利回り 
％

分子の額
（時価ベース）

分母の額
（時価ベース）

利回り 
％

分子の額
（時価ベース）

分母の額
（時価ベース）

利回り 
％

預 貯 金
コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託

23
7
－
－

24,974
19,385

－
－

0.09
0.04
－
－

28
23
15
－

29,824
77,058
15,513

－

0.10
0.03
0.10
－

34
8

144
－

60,181
38,187

184,504
－

0.06
0.02
0.08
－

有 価 証 券 2,182 494,802 0.44 3,030 453,264 0.67 2,800 372,030 0.75
公 社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他 の 証 券

898
－

1,284
－

358,533
－

136,268
－

0.25
－

0.94
－

1,253
－

1,777
－

314,369
－

138,895
－

0.40
－

1.28
－

2,014
－

786
－

252,572
－

119,458
－

0.80
－

0.66
－

貸 付 金
建 物
金 融 派 生 商 品
そ の 他

－
－

△ 7,336
7,691

－
33
－
－

－
－

　　－
　　－

－
－

△ 6,447
6,153

－
31
－
－

－
－

　　－
　　－

－
－

3,954
  △4,494

－
28
－
－

－
－

　　－
　　－

合 計 2,567 539,196 0.48 2,804 575,693 0.49 2,449 654,932 0.37

（５）（参考）時価総合利回り 

年度

区分

（注） 1. 時価総合利回り…時価ベースでの運用効率を示す指標。分子は実現損益に加えて時価評価差額の増減を反映させ、分母は時価をベースとした利回リ。
  ・分子＝（資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用）＋（当期末評価差額※－前期末評価差額※）＋繰延ヘッジ損益増減
  ・分母＝取得原価又は償却原価による平均残高＋その他有価証券に係る前期末評価差額※＋売買目的有価証券に係る前期末評価損益
  ※税効果控除前の金額による。
 2.  金融派生商品は主に為替予約、その他は主に外貨建債の為替に係る損益です。当社では外貨建債に係る為替変動リスクをヘッジする目的で為替予約取引等を行っています。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成25年度 平成26年度 平成27年度

分子の額
（実現ベース）

分母の額
（取得原価ベース）

利回り 
％

分子の額
（実現ベース）

分母の額
（取得原価ベース）

利回り 
％

分子の額
（実現ベース）

分母の額
（取得原価ベース）

利回り 
％

預 貯 金
コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託

23
7
－
－

24,974
19,385

－
－

0.09
0.04
－
－

28
23
15
－

29,824
77,058
15,513

－

0.10
0.03
0.10
－

34
8

144
－

60,181
38,187

184,504
－

0.06
0.02
0.08
－

有 価 証 券 3,346 490,629 0.68 2,642 450,256 0.59 2,475 368,634 0.67
公 社 債
株 式
外 国 証 券
そ の 他 の 証 券

1,054
－

2,292
－

356,649
－

133,980
－

0.30
－

1.71
－

791
－

1,850
－

312,640
－

137,615
－

0.25
－

1.34
－

818
－

1,657
－

250,382
－

118,251
－

0.33
－

1.40
－

貸 付 金
建 物
金 融 派 生 商 品
そ の 他

－
－

△ 7,336
7,691

－
33
－
－

－
－

　　－
　　－

－
－

△ 6,447
6,153

－
31
－
－

－
－

　　－
　　－

－
－

3,954
△4,494

－
28
－
－

－
－

　　－
　　－

合 計 3,731 535,023 0.70 2,416 572,684 0.42 2,124 651,536 0.33

（４）資産運用利回り（実現利回り） 

年度

区分

（注） 1. 資産運用利回り（実現利回り）… 資産運用に係る成果を、当期の期間損益（損益計算書）への寄与の観点から示す指標。分子は実現損益、分母は取得原価をベースと
した利回り。

  ・分子＝資産運用収益＋積立保険料等運用益－資産運用費用
  ・分母＝取得原価又は償却原価による平均残高
 2. 金融派生商品は主に為替予約、その他は主に外貨建債の為替に係る損益です。当社では外貨建債に係る為替変動リスクをヘッジする目的で為替予約取引等を行っています。
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平成25年度末 平成26年度末 平成27年度末

構成比 % 構成比 % 構成比 %

外 貨 建
外 国 公 社 債

円 貨 建
外 国 公 社 債

70,357

71,164

49.7

50.3

93,638

50,763

64.8

35.2

76,404

33,118

69.8

30.2

合 計 141,522 100.0 144,401 100.0 109,523 100.0
海 外 投 融 資 利 回 り

運用資産利回り（インカム利回り） 1.71% 1.34% 1.39%

資産運用利回り（実現利回り） 1.71% 1.34% 1.40%

（参考）時価総合利回り 0.94% 1.28% 0.66%

（６）海外投融資 

年度

区分

（注） 「海外投融資利回り」は、海外投融資に係る資産について、「（3）利息及び配当金収入と運用資産利回り（インカム利回り）」、「（4）資産運用利回り（実現利回り）」と同
様の方法により算出したものです。

（単位：百万円）
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・  損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立ててお
りますが、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生し
た場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。

・  こうした「通常の予測を超える危険」を示す｢単体リスクの合計額｣（表の（Ｂ））に対する「損害保険会社が保有してい
る資本金・準備金等の支払余力」（すなわち単体ソルベンシー ･マージン総額：表の（Ａ））の割合を示す指標として、
保険業法等に基づき計算されたものが、「単体ソルベンシー・マージン比率」（表の（Ｃ））です。

●単体ソルベンシー・マージン比率情報 （保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率）

単体ソルベンシー・マージン比率

平成26年度
（平成27年3月31日現在）

平成27年度
（平成28年3月31日現在）

（Ａ） 単体ソルベンシー・マージン総額 421,385 469,361

資 本 金 又 は 基 金 等
価 格 変 動 準 備 金
危 険 準 備 金
異 常 危 険 準 備 金
一 般 貸 倒 引 当 金
その他有価証券の評価差額金・繰延ヘッジ損益
（税効果控除前）
土 地 の 含 み 損 益
払 戻 積 立 金 超 過 額
負 債 性 資 本 調 達 手 段 等
払戻積立金超過額及び負債性資本調達手
段等のうち、マージンに参入されない額
控 除 項 目
そ の 他

1,539
5
－

417,056
－

2,783

－
－
－

－

－
－

1,539
6
－

464,584
－

3,231

－
－
－

－

－
－

（B） 単体リスクの合計額
237,717 239,352

一 般 保 険 リ ス ク （R1）
第 三 分 野 保 険 の 保 険 リ ス ク （R2）
予 定 利 率 リ ス ク （R3）
資 産 運 用 リ ス ク （R4）
経 営 管 理 リ ス ク （R5）
巨 大 災 害 リ ス ク （R6）

－
－
－

8,355
4,661

224,700

－
－
－

9,958
4,693

224,700

（C） 単体ソルベンシー・マージン比率
〔（A）/｛（B）×1/2｝〕×100 354.5% 392.1%

年度
区分

（単位：百万円）

（注） 上記の金額及び数値は、保険業法施行規則第86条及び第87条並びに平成8年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出しております。

（R1＋R2）2＋（R3＋R4）2＋R5＋R6
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当社は、「地震保険に関する法律」に基づき政府と地震保険再保険契約を締結しており、かつ同法に、政府は保険
金支払のための資金のあっせん・融通に努める旨定めているなど特別の事業形態となっていることから、保険業
法第132条第2項に規定する区分等を定める命令第3条第4項（注）により、当社のソルベンシー・マージン比率の数
値は、上記水準の如何にかかわらず、行政当局が行う改善命令等の発動基準の数値としては使用しないことになっ
ています。

（注） 条文は、次のとおりです。
「保険会社が地震保険に関する法律（昭和41年法律第73号）第3条第1項（政府の再保険）に規定する再保険契約を政府との間で締結している場合には、当該保険
会社について、当該保険会社が該当する前条第１項の表の区分に応じた命令は、同表の非対象区分に掲げる命令とする。」

・  「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」（単体ソルベンシー・マージン総額）とは、損害保険会
社の純資産（社外流出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総
額であります。

・  ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するために活用する客観
的な指標のひとつですが、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされて
おります。

①保険引受上の危険：
　（一般保険リスク）
　  ※家計地震保険を除く
　（第三分野保険の保険リスク）

保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより
発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く。）

②予定利率上の危険：　
　（予定利率リスク）

積立型保険について実際の運用利回りが保険料算出時
に予定した利回りを下回ることにより発生し得る危険

③資産運用上の危険：　
　（資産運用リスク）

保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超え
て変動することにより発生し得る危険等

④経営管理上の危険：　
　（経営管理リスク）

業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上
記①～③及び⑤以外のもの

⑤巨大災害に係る危険：
　（巨大災害リスク）

通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台
風相当）により発生し得る危険

・「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額であります。




